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1  1ま  し め  に

多数分散水源 (自 然河川,還7E水 ,湧水,溜池,地下水 )

をもつ扇状地では,土地改良が水田農業発展の原動力とな

ってきた。しかし最近の厳しい農業情勢の下では水稲生産

の合理化が要求され,補助事業や社会資本投資の効率性が

問われている。

本報告では,多 くの問題を抱える土地改良の今後のあり

方を検討するため,具体的事例の実態に即して,土地改良
のこれまでの実績とその波及効果を定量的にとらえること

を試みる。まず,土地改良の進展に伴う水稲生産の発展過

程を数量経済史的に明らかにする。また,事業完了後にお

ける受益農家の賦課金の実態を明らかにするとともに,賦
課金に対する受益農家の負担能力を計測する。更に,これ

からの土地改良を1970年以降の総合農政に沿った農村整備

事業の一環として位置づけ,広がる事業目的や投資効果の

計測方法についても考察する。

2 土地改良の進展と水稲生産の発展

横手市や湯沢市など8市町村にまたがる横手盆地南部は ,

本流の雄物川に成瀬川と皆瀬川の二つの支流が合流してで

きた扇状地で,古来より水利紛争の絶えない所であった。

この地域の農地開発は奈良時代に始まり,その後江戸時代

の秋田藩による河り1改修工事,明治・大正時代の耕地整理

事業,戦後の国営大規模農業水利事業を経て,現在に至っ

ている。中でも戦後の国営大規模農業水利事業は歴史的に

形成された水利秩序 慣行を再編し,多数分散水源と樹枝
状水路を基礎にした日来の水利施設の改修 ,改善を行った

ものであった。受益面積は11,408施 ,事業期間は1944年か

ら1981年の38年間に及び,ダム,頭首工,幹線水路,農道 ,

圃場整備などに要した総事業費は205億円 (現在価換算額

1,125億円 )に のぼる。

土地改良のおかげで洪水や千ばつの被害がなくなり,水

稲生産は発展してきた。秋田藩時代 (18世紀)を基準とする

と,戦後初期 (1955年 ころ )と 現在は,水田面積が17倍

と29倍 ,水稲単当収量が27倍 と36倍 ,水稲生産量が

49倍と108倍になる(表 1)。 また戦後の大規模農業水

利事業の着工前と比較して,事業完了後の水稲生産量の増

加は 5万 1千 ιに達する。これを現在の米価 (1俵当たり
1万 6千円 )で評価すると136億 円になり,総事業費 (現
在価換算額 )を回収する年数は83年である。

表1 土地改良の進展と水稲生産の発展

■ ネ旧血機と水に生産量は平祀fl全 域の数饉

3 土地改良区の賦課金
と農家負担能力

この地域の農業用水路は三つの水利組織によって分割管

理されている。幹線水路は連合体の「雄物川筋土地改良

区」,支線水路は22の「町村土地改良区J,木端水路は58
の「水利組合」や部落がそれそれ管理主体となっている。これ

らの水利組織は事業償還金や水利施設維持管理費を賄うた

め,「受益者負担制度」に従って農家から賦課金を徴収す

る。賦課金は通常「面積割Jである。まず雄物川筋土地改

良区は,総事業費205億円のうちの地元負担分36億 円に係

わる償還金を中心として,全域の受益農家に対して一律10

α当たり3,507円 の賦課金 (1985年度実績 )を課する。こ

れに対し町村土地改良区は管轄の事業規模に応じた賦課金

を徴収し,10α 当たり15,000円 を超えるところから3,000

円未満のところまで格差が大きい。賦課金の高いところは

河川から離れた丘陵地帯で,しかも中下流部に集中してい

る。逆に皆靭 Il,雄物 1の耐 |の近くは低い賦課金となっ

ている。■方雄物川の河川寄りに明治初期からある水利組

合の場合,雄物川筋土地改良区や町村土地改良区よりもか

なり低い賦課金となっている。三つの賦課金を積み上げた

賦課金総額は町村土地改良区賦課金の格差をそのまま反映

して,10α 当たり最高23,790円か ら最低4,200円 まで 6倍

弱の差がある。10′ 当たり1万 5千円を超える高負担の上
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地改良区は二つ , 7千～ 1万 5千円の中負担の11地改良

区は ,つ , 7千 円未満の低負担の土地改良区は12あ る(図

1 )。
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分に大きい(図 2)。 しかし昨年度からの米価弓きド71か

今後も続くと稲作収益がますます悪化し,利潤が賦課金総

額を下回わるような「赤字」負担の町村上地改良区を生む

懸念がある。

水稲作付規模に関連して賦課金負担の限界 (下限規模 )

を求めると,高負担の土地改良区の場合平常年05～ 10

んo,不作年10～ 15れa,中負担の土地改良区の場合平常

年03～ 05カa,不作年 10～ 15んα,低負担の土地改良

区の場合平常年 0んa,不作年05～ 10れαの範囲にあるこ

とが明らかになった。

4 今後の水日基盤整備の方向

事業完了後もまだ不備な点 (円植期の集:|に伴う代かき

用水の不足,転作できない排水不良水田の残存など)が多

く,新たな水源確保 ,用排水路分離,水田汎用化などを狙

いとした更新事業が計画中である。しかし計画に対する地

元農家の合意形成は難行し,こ れ以上の農業水利事業の是

非が問われている。その理由としては,①将来の農業不安

からくる事業効果の見通しの暗さ,②米生産調整,米価引

き下げなどによる農家の費用負担能力の低下,③補助金農

政,補助事業に対する農外批判の高まり,な どが考えら

れる。

しかし,水田農業の発展を実現していく上で農業社会資

本の畜積は重要であり,一層の水田基盤整備が不可欠であ

る。これを継続するためには農政審報告 (21世紀へ向けて

の農政の基本方向,1986年 11月 )に従い,総合農政 (1970

年以降 )の農村整備事業の一環として水田基盤備を拡充し

ていく必要がある。

5 む  す  び

雄物川中流地域は歴史的な土地改良の変遷を経ながら今

日の水利体系が築き上げられてきた。中でも戦後の国営農

業水利事業は 3分の 1世紀を超える大がかりな水利改良で

あり,当地域の水日農業の発展に多大の貢献をした。

しかし,時代が変わり高度成熟社会になると農業生産の合

理化と農村機能の多様化が進み,土地生産性と労働生産性

の向上だけを目的とした "生産偏重・土地改良事業では社

会的合意を得ることができない。それは農村の将来像に向

い,農業資源 (土地,労働力 ,資本,技術 )の新たな結合

を踏まえた農村構造変革と密接に関連したものでなければ

ならない。そしてこれまでより広い範囲の事業目的や投資

効果,あるいは公共投資の新しいあり方などが求められる。

また,水の需要が農業用水だけでなく生活用水,工業用水
へと拡大するのに従い,有限資源として「水の収支Jと

「水の価格」を問題にすることも必要になる。
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図 2 10a当たり賦課金総額と米利潤の比較

賦課金に対する受益農家の負担能力は稲作利潤 (=粗収
益―第 2次生産費 )の大きさで決まる。米生産費調査の秋

田県南データによると,10α 当たり利潤は1975年の 7万円

をピークとして低下傾向にあり,1981年の不作年には 1万

5千円を割った。1980～ 1983年の 4年間の10α 当たり利潤

を「費用負担能力指標」として前述の10′ 当たり賦課金総

額と比較すると,1981年の不作年を例外に残りの 3年はい

ずれも利潤の方が賦課金総額を上l●」わる。つまり,稲作部

門のもつ費用負担能力はどの町村土地改良区においても十
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